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骨格性下顎前突
前歯歯軸
デンタルコンペンセーション

緒　　言

　下顎前突症患者の歯科矯正治療には，矯正歯科治療
のみで行う場合（矯正単独治療）と，上下顎間関係の
改善を目的とした矯正手術を併用して行う場合（外科
的矯正治療）とがある。
　外科的矯正治療を選択した場合は，術前に上下顎前
歯歯軸を補正する。これは，上下顎間関係の不調和に

対する補償として上顎前歯唇側傾斜及び下顎前歯舌側
傾斜を示すいわゆるデンタルコンペンセーションが認
められるからである1）。デンタルコンペンセーション
は上下顎間関係の不調和を擁護し，口腔機能である咀
嚼，嚥下，発音を助けるなど重要な役割を担ってい
る2）。すなわち，過度の歯軸傾斜は，咬合によって，
歯肉・歯槽骨などに負担がかかる1）。竹内らの報告で
は，8020 達成者に下顎前突症を呈する者は存在せず3），
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Abstract
The purpose of this study was to compare the change in skeletal and tooth inclination through orthodontic 

treatment with or without surgery in mandibular prognathism patients. 27 patients with mandibular prognathism 
who had been treated with orthodontic treatment at the University of Kanagawa Dental Hospital were used in 
this study. 13 patients were orthodontically treated with sagittal split ramus osteotomy jaw surgery and without 
premolar extraction (OPE group), while the other 14 patients were treated with neither surgery nor premolar 
extraction (non-OPE group). Lateral cephalograms were taken at the first medical examination, just after surgery 
and at the end of treatment, and evaluated for SNA, SNB, ANB and inclination of incisors (U1-SN, U1-NA, IMPA 
and L1-NB). A comparison between the OPE and non-OPE groups before treatment showed severe skeletal 
mandibular prognathism and dental compensation in the OPE group. On the other hand, no evaluation values 
were different after treatment between the OPE and non -OPE groups.

Dental compensation increased in the non-OPE group after treatment compared with before treatment but no 
skeletal change was observed throughout the treatment. An amelioration change in skeletal and dental components 
was observed in the OPE group, but mandibular prognathism and dental compensation, especially of the upper 
incisor, remained. Furthermore, mandibular relapse and dental recompensation were observed throughout the 
period from just after surgery to the end of treatment. These results suggest the need to consider two-jaw surgery 
and premolar extraction for the treatment of severe mandibular prognathism. 



2	 神 奈 川 歯 学� 第 52 巻第 1・2号

長期咬合の安定の観点からも骨格性の偏位を伴う下顎
前突症の治療は前歯の被蓋関係の改善だけではなく骨
格の改善も求められる。
　外科的矯正治療では，上下顎間関係の不調和の解消
に伴い，矯正歯科治療単独で治療を行うことが事実上
困難なデンタルコンペンセーションの解消が可能とな
る4）。一方で外科的矯正治療が第一選択と考えられる
症例においても，患者が外科手術を希望しない場合も
ある。手術を拒絶した患者に対し，矯正歯科治療単独
で行った場合，前歯部の垂直的と水平的被蓋を確立す
るために，さらなるデンタルコンペンセーションを施
す必要が生じるとされている。
　本研究は，本学附属病院矯正科に来院した下顎前突
症患者を対象に矯正歯科治療単独で行った症例と外科
矯正治療を行った症例における歯軸の経時的変化を調
査し，術前，術後で各群にどのような違いがあるか比
較検討した。

調査対象及び資料

　2005 年～ 2014 年までに来院した神奈川歯科大学
附属病院矯正科に来院した骨格性下顎前突症患者の
うち，矯正歯科治療単独で行った症例（Non-Ope 群）
14 名（男性 4名，女性 10 名：初診時平均年齢 20 歳 4

か月）と下顎枝矢状分割による下顎骨後方移動術を併
用して行った外科的矯正治療症例（Ope 群）13 名（男
性 4名，女性 9名：初診時平均年齢 22 歳 8 か月）と
を対象とした（図 1）。
　対象患者の選択基準は以下のように選択した。
1）臼歯関係がAngle Ⅲ級を呈していた。
2）Over jet，Over bite が 0 mm以下を呈していた。
除外基準は以下の通りとした。
1）先天欠如歯がある症例。
2）上下顎の正中が 4 mm以上側方偏位している症例。
3）口蓋裂など先天性疾患を有している症例。
　外科矯正手術を受けた時期は最年少で 20 歳 3 か月，
最年長は 30 歳 8 か月であった。外科矯正手術の術式
は全て下顎枝矢状分割のみで行われた。Ope 群では，
初診時（T1），外科矯正手術直後（T2），術後動的治
療終了時（T3）とした，Non-Ope 群は，T1 および
T3のセファロ分析を用いて比較検討を行った。セファ
ロ分析は通法に従い筆頭著者 1人で計測を行った。

表 1　Non-Ope 群の側面頭部エックス線規格写真分析の測定値

T1 T3 Norm sig
Measure Mean SD Mean SD Mean SD T1-3
Dental U1-SN（°） 109.1 5.9 110.8 5.1 103.1 5.5 NS

U1-NA（°） 26.6 6.5 28 5.4 24.7 5.2 NS
U1-NA（mm） 7.5 1.9 7.4 1.9 6.2 1.9 NS
IMPA 87 9.4 79.5 10 96.3 5.8 ＊
L1-NB（°） 24 6.5 17 8 31 6.6 ＊
L1-NB（mm） 7 1.8 5.5 1.9 7.8 2.4 ＊

Skeletal SNA 82.5 4 82.6 3.7 81.5 3.4 NS
SNB 83.1 4.2 82.9 4.1 77.2 3 NS
ANB -0.5 1.9 -0.3 1.7 4.1 1.8 NS

NS: 有意差無し　＊ p<0.05　＊＊ p<0.01
Norm値はイイズカ5），ネズ6），カユカワ7）らの標準値を用いた。

Non-Ope 群 Ope 群
初診時年齢 20 歳 4 か月 22 歳 8 か月
人数 男 4名 女 10 名 男 4名 女 9名

抜歯の有無 無 無
術式 × 下顎枝矢状分割のみ

図 1　調査対象

図2　計測部位
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　分析項目は 1）SNA，2）SNB，3）ANB，4）U1-SN，
5）U1-NA（mm），6）U1-NA（°），7）IMPA，8）
L1-NB（mm），9）L1-NB（°）を計測した（図 2）。計
測後，すべての計測項目で正規性の検定を行い，デー
タが正規分布であることを確認した。
　Ope 群における T1-T2-T3 の経時的変化の比較
は，全ての計測部位で一元配置分散分析法による検
定を行った後，Bonferroni 法を用いた多重比較検定
を行った。Non-Ope 群の T1，T3 の比較と Ope 群と
Non-Ope 群の比較はT検定を用いて行った。有意水
準は 5％および 1％レベルに設定し，イイズカ5），ネ
ズ6），カユカワ7）らの標準値を用いて計測を行った。
　本研究は，神奈川歯科大学倫理委員会の承認（承認
番号 2015-306 号）を得た。

結　　果

1）Non-Ope 群におけるT1と T3 の継時的変化。
　Non-Ope 群の T1 と T3 との計測値を表 1に示す。
　T1 の 骨 格 性 分 析 項 目 は SNA=82.5°（±4.0°），
SNB=83.1°（±4.2），ANB=-0.5°（±1.9°）で骨格性下
顎前突を示した。
　T1 の 歯 性 分 析 項 目 の う ち 上 顎 前 歯 は
U1-SN=109.1°（±5.9°），U1-NA（°）=26.6°（±6.5°），
U1-NA（mm）=7.5 mm（±1.9 mm）で，全ての項目
で，標準値と比較し大きく，唇側傾斜を示した。下顎
前歯は IMPA=87°（±9.4°），L1-NB（°）=24°（±6.5°），
L1-NB（mm）=7 mm（±1.8 mm）で，全ての項目で，
標準値と比較し小さく，舌側傾斜を示した。
　次に，T3 の骨格性分析項目は SNA=82.6°（±3.7°），
SNB=82.3°（±4.1°），ANB=-0.3°（±1.7°）で，T1 との
間に変化は認められなかった。

　T3 の歯性分析項目のうち上顎前歯はU1-SN=110.8°
（±5.1°），U1-NA（°）=28°（±5.4°），U1-NA（mm）=7.4 mm
（±1.9 mm）で，全ての値でT1と比較し大きい値を示し
た。下顎前歯は IMPA=79.5°（±9.9°），L1-NB（°）=17°
（±8.0°），L1-NB（mm）=5.5 mm（±1.9°）を示し全て
の値でT1と比較し有意に小さな値を示した。
2）Ope 群におけるT1-T2-T3 の継時的変化。
　Ope 群の T1-T2-T3 での計測値を表 2に示す。
　T1 における骨格性分析項目は SNA=81.7°（±3.2°），
SNB=85.5°（±4.3°），ANB=-3.8°（±2.7°）を示し骨格
性下顎前突を示した。
　T1 の 歯 性 分 析 項 目 の う ち 上 顎 前 歯 は
U1-SN=111.2°（±6.8°），U1-NA（°）=29.1°（±6.6°），
U1-NA（mm）=9.4 mm（±5.2 mm）で，全ての項目
で標準値と比較し大きく，唇側傾斜を示した。下顎前
歯は IMPA=81.2°（±6.2°），L1-NB（°）=19.0°（±6.4°），
L1-NB（mm）=5.9 mm（±2.3 mm）で，全ての項目で
標準値と比較し小さく，舌側傾斜を示した。
　T2 における骨格性分析項目は SNA=82.0°（±3.6°），
SNB=80.1°（±4.3°），ANB=1.9°（±3.5°）で，下顎骨の
後方移動が認められた。
　T2 の 歯 性 分 析 項 目 の う ち 上 顎 前 歯 は
U1-SN=106.8°（±10°），U1-NA（°）=25.7°（±9.6°），
U1-NA（mm）=10.5 mm（±7.0 mm）と，T1 に比べ
小さい値を示したが統計的有意差はなかった。下顎前
歯は IMPA=89.2°（±7.5°），L1-NB（°）=28°（±5.5°），
L1-NB（mm）=8.0 mm（±5.7 mm）と，T1 に比べ大
きい値を示し，唇側移動を認めた。
　T3 の 骨 格 性 分 析 項 目 は SNA=81.3°（±3.7°），
SNB=81.2°（±3.8°），ANB=0.1°（±3.2°）を示し，T2
に比べANBで有意に小さい値を示した。

表 2　Ope 群の側面頭部エックス線規格写真分析の測定値

T1 T2 T3 Norm sig
Measure Mean SD Mean SD Mean SD Mean SD T1-2 T2-3 T1-3
Dental U1-SN（°） 111.2 6.8 106.8 10 110.4 9.2 103.1 5.5 NS NS NS

U1-NA（°） 29.1 6.7 25.7 9.6 26.4 7.6 24.7 5.2 NS NS NS
U1-NA（mm） 9.4 5.2 7 6.7 8.4 5.3 6.2 1.9 NS NS NS
IMPA 81.2 6.2 89.2 7.5 82 7.6 96.3 5.8 ＊ ＊ NS
L1-NB（°） 19 6.4 23.8 5.5 18.6 7.2 31 6.6 ＊＊ ＊＊ NS
L1-NB（mm） 5.9 2.3 12 5.7 5.5 2.9 7.8 2.4 NS NS NS

Skeletal SNA 81.7 3.2 82 3.6 81.3 3.3 81.5 3.4 NS NS NS
SNB 85.5 4.3 80.1 4.3 81.2 3.8 77.2 3 ＊＊ NS ＊
ANB -3.8 2.7 1.9 3.1 0.1 3.2 4.1 1.8 ＊＊ NS ＊＊

NS: 有意差無し　＊ p<0.05　＊＊ p<0.01
Norm値はイイズカ5），ネズ6），カユカワ7）らの標準値を用いた。
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　T3 の 歯 性 分 析 項 目 の う ち 上 顎 前 歯 は
U1-SN=110.4°（±9.2°），U1-NA（°）=26.4°（±7.6°），
U1-NA（mm）=8.4 mm（±5.3 mm）で，T1に比べ小
さく，T2 に比べ大きな値を示した。さらに，下顎前
歯は IMPA=82°（±7.6°），L1-NB（°）=18.6°（±7.2°），
L1-NB（mm）=5.3 mm（±3.2 mm）を示し，T1 に比
べ大きく，T2時に比べ小さな値を示した。
3）Ope 群と Non-Ope 群との比較。
　T1およびT3の Ope 群と Non-Ope 群との比較結果
を表 3に示す。
　T1 では ANB と L1-NB（°）に有意差が認められ，
Ope 群は Non-Ope 群に比べより重度な下顎前突とデ
ンタルコンペンセーションを示した。
　T3ではOpe 群，Non-Ope 群との間に，骨格性分析
項目および歯性分析項目のいずれの項目についても有
意差は認められなかった。

考　　察

1）Non-Ope群におけるT1-T3の経時的変化について。
　T1 では上顎前歯の唇側傾斜と下顎前歯の舌側傾斜
がみられ，T3 では歯軸傾斜をさらに強めるような移

動をしていた。一般的に骨格性下顎前突症患者では上
下の顎間関係を補償するためのデンタルコンペンセー
ションが生じ，上顎前歯は唇側傾斜へ，下顎前歯は舌
側傾斜を示すことが多い1）。
　骨格性下顎前突症患者の矯正単独治療では，前歯部
の垂直的，水平的被蓋を歯で確立する必要性から上顎
前歯は唇側傾斜移動と下顎前歯は舌側傾斜移動を行う
ことで，さらなるデンタルコンペンセーションを施す
ことで治療がおこなわれる8,9）。西山らは骨格性下顎
前突症患者の矯正歯科単独治療では，下顎前歯は治
療を通じて平均 8.5° の舌側傾斜移動と上顎前歯は平均
3.5° の唇側傾斜移動が行われたと報告している11）。本
研究においても下顎前歯は平均 8.5° の舌側傾斜移動が
行われており，上顎前歯も統計的有意差はなかったも
のの，唇側傾斜移動の傾向が認められた。 
2）Ope 群におけるT1-T2-T3 の経時的変化について。
　Non-Ope 群と同様にT1の上下顎前歯の歯軸は上顎
で唇側傾斜，下顎では舌側傾斜を示した。
　外科的矯正治療では術前矯正において上顎前歯の舌
側傾斜移動と下顎前歯の唇側傾斜移動によりデンタル
コンペンセーションの解消を行った後に，外科矯正手

表 3　Non-Ope 群と Ope 群との比較

Non-Ope 群 Ope 群 sig
Measure Mean SD Mean SD
T1 比較

U1-SN（°） 109.1 5.9 111.2 6.8 NS
U1-NA（°） 26.6 6.5 29.1 6.7 NS
U1-NA（mm） 7.5 1.9 9.4 5.2 NS
IMPA 87 9.4 81.2 6.2 NS
L1-NB（°） 24 6.5 19 6.4 ＊
L1-NB（mm） 7 1.8 5.9 2.3 NS
SNA 82.5 4 81.7 3.2 NS
SNB 83.1 4.2 85.5 4.3 NS
ANB -0.5 1.9 -3.8 2.7 ＊＊

T3 比較
U1-SN（°） 110.8 5.1 110.4 9.2 NS
U1-NA（°） 28 5.4 26.4 7.6 NS
U1-NA（mm） 7.4 1.9 8.4 5.3 NS
IMPA 79.5 10 82 7.6 NS
L1-NB（°） 17 8 18.6 7.2 NS
L1-NB（mm） 5.5 1.9 5.3 2.9 NS
SNA 82.6 3.7 81.3 3.3 NS
SNB 82.9 4.1 81.1 3.8 NS
ANB -0.3 1.7 0.2 3.2 NS

NS: 有意差無し　＊ p<0.05　＊＊ p<0.01
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術にて上下顎間関係の改善を行う 7）。本法は矯正単独
治療では行えないことであり，術前矯正でのデンタル
コンペンセーションの解消は術後矯正後の咬合安定に
おいて重要と考えられている4,10,11）。本研究において
T1-T2 およびT1-T3 の歯軸傾斜の比較において，デ
ンタルコンペンセーションの解消が認められ，矯正
単独での治療ではみられない結果となった。一方で，
T2-T3 の歯軸変化の比較においてはデンタルコンペ
ンセーションが再び強まっており，下顎前歯において
顕著であった。石山らは上下顎前歯歯軸が術後矯正中
の下顎骨の後戻りによりデンタルコンペンセーション
を強めるように移動したと報告している12）。本研究に
おいても，T2-T3 の比較でみられるANBの減少から
術後の下顎骨の前方位が認められ，歯軸傾斜の推移か
ら，術後歯科矯正治療中の下顎骨の前方位を補償する
ために行った変化と考えられる。術後矯正中の下顎骨
の後戻りに関しては下顎骨の後方移動量が関与する13）

という報告がある。一方，後方移動量と後戻り量とに
相関はなく12），下顎枝矢状分割術の際に術前の近位骨
片の再現性が正確でない場合に生じる術後の下顎頭の
位置変化が要因となるとの報告もなされている14）。
　Georgalis K らは，非抜歯による治療は矯正単独治
療であっても外科的矯正治療であっても上顎前歯歯軸
はやや唇側傾斜すると報告し15），OHKUBOらも非抜
歯で術前矯正をおこなった場合，デンタルコンペン
セーションが残存し，特に上顎前歯の唇側傾斜は悪化
する傾向にあると報告している2）。本研究においても
T1-T3 の歯軸傾斜の比較において，デンタルコンペ
ンセーションに一定の改善は認められるものの全症例
が非抜歯での治療であり，イイズカ5），ネズ6），カユ
カワ7）らの標準値を満たすような十分なデンタルコン
ペンセーションの改善には至らなかった。上顎前歯の
唇側傾斜が著しい症例に関しては上顎のみの小臼歯抜
去による術前矯正が必要である。上顎小臼歯の片顎抜
歯を行った外科的矯正治療は，上顎前歯を舌側傾斜さ
せるデンタルコンペンセーションの解消に有利なだけ
でなく，臼歯部が最終的にAngle Ⅱ級の咬合関係に
なってしまうが，十分な下顎後退量の確保が可能とな
る。T1-T3 における顎間関係は下顎骨の後方移動に
より SNBの約 4° の減少とそれに伴うANBの増加が
認められたが，動的治療終了時のANBは平均約 0.1°
と術後も顎間関係の不調和が残存した。骨格性下顎前
突症患者の外科矯正手術後のANBに関しては 0.2°±
1.5°16），0.5°±2.4°17）との報告があり，本研究も近似し
た結果であった。 神田らは，下顎骨単独での外科的
矯正治療症例では下顎骨後方移動の際に反時計廻りの
回転が起こりやすく，下顎前歯部の後方移動量に対し

てオトガイ部での移動量はその 6〜 7割程度で下顎骨
前方位が残存する傾向にあると報告している18）。また，
日下部らは骨格性下顎前突症患者の特徴は symphysis
が舌側傾斜しており，外科的矯正治療終了時も上顎骨
あるいは頭蓋に対する symphysis の舌側傾斜が改善
されていないために顎間関係において下顎前突傾向が
残存すると報告した19）。これらの報告から，外科的矯
正治療において下顎骨の特にオトガイ部を十分に後方
移動するためには上下顎移動術による咬合平面を標準
値を超えることなく上顎骨後方部のインパクションで
の臼歯部圧下により，下顎骨の反時計廻りの回転を防
止し，symphysis の舌側傾斜の改善を行う考慮が必要
となる。ただし，下顎骨の時計廻りの回転がおきるこ
とを考慮するとHigh angle 症例などでは術後の安定
性に悪影響があると考えられ，術前の診査，診断時に
症例に応じた適切な治療計画を立案しなければならな
いと考えられる。
3）Ope 群と Non-Ope 群との比較。
　矯正単独で治療可能な症例と比べ，外科的矯正治
療を必要とする症例では上下顎の不調和が著しく，
T1 における 2 群間の骨格性分析項目を比較すると，
Non-Ope 群に比べ Ope 群において有意にANB が小
さな値を示した。一方，Ope 群は外科的矯正治療に
より下顎骨が後方移動しANB が増加したため，T3
における 2群間での骨格的分析項目に有意な差は認め
なかった。
　T1 における 2 群間の歯性分析項目を比較すると，
Non-Ope 群に比べOpe 群においてより重度のデンタ
ルコンペンセーションが認められた。一方，Ope 群
においてデンタルコンペンセーションの解消がおこな
われたことから，T3 における２群間には骨格性分析
項目と同様に歯性分析項目においても有意な差は認め
なかった。T3におけるOpe 群，Non-Ope 群の比較に
おいて骨格的分析項目，歯性分析項目の全ての項目で
有意な差が認められなかったことから，Ope 群では
目的通り顎間関係および歯軸の改善がおこなわれてい
ることが確認された。
　外科的矯正治療を受けた患者の調査では，主訴は不
正咬合と審美障害がほぼ全体を占めており20），治療動
機のほぼ 8割が顔貌の改善という報告もある21）。上下
顎間関係の不調和が強くなるのに従い，咀嚼障害など
の機能的障害に加え，顔貌の審美的障害もより強くな
ることが予想され，重度の骨格性下顎前突症患者の治
療では，術前の診査，診断時に症例に応じた適切な治
療計画を立案し，必要に応じて上顎小臼歯の抜歯の必
要性や上下顎の外科矯正手術を治療計画に取り入れる
必要性が強く示唆された。
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結　　論

　骨格性下顎前突症患者における外科的矯正治療は矯
正単独治療では得られないデンタルコンペンセーショ
ンの改善が認められた。しかし非抜歯による下顎単独
の外科的矯正治療では顎間関係の改善に限界があるこ
とから結果的にデンタルコンペンセーションの解消の
制約につながることが示唆された。上下顎間関係の不
調和の強い症例の治療には，より良い顎間関係の改善
およびデンタルコンペンセーションの解消を行う上
で，上下顎の外科矯正手術方法や特に上顎小臼歯片顎
抜歯を併用した治療計画を考慮する必要があると強く
示唆された。
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